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気候脆弱性リスクは世界中で増大しており、このリスクは各国での開発行為により形

作られている。アジアにおける開発及び気候脆弱性リスクとのつながりを理解するため、

本ブリーフでは、多数の途上国と先進国の開発実務者や専門家に対して実施した調

査の結果を述べる。また、調査結果における両グループの差を説明するため、本ブリ

ーフでは、様々な気候と脆弱性関連の指標を体系的に示し分析する気候と脆弱性リス

ク指数（Climate-Fragility Risk Index: CFRI）を概説する。さらに、開発及び気候と脆

弱性リスクの相関関係の根拠を提示し、統合され行く世界における今後の道筋として、

各国に対し、十分に協調が図られ実証に裏付けされる政策の策定と実施を提言する。 

背景  

気候変動は、21 世紀に世界が抱える重大な安全保障課題の一つである。「脅威乗数（threat 

multiplier）」と呼ぶことができるように、国家の脆弱性を促し、社会不安の火種となり、武力紛争を

も引き起こしかねない。同時に、国家が既に脆弱性を抱えていると、気候変動適応に向けた取り組

みがこれに妨げられてしまう。特に弱い立場にある人々にこの事態が発生する。こうして、多くの社

会が「脆弱性のわな」にとらわれる恐れがある。 

G7 の一つである日本は、持続可能な経済発展、平和、安定に向けた課題を認識している。2016

年 4 月、日本が議長を務めた G7 会合にて、各国外相は、G7 の委託による独立報告書「平和のた

めの新しい気候：気候と脆弱性のリスクに関する行動（A New Climate for Peace: Taking Action 

on Climate and Fragility Risks）」の公表に続き、気候脆弱性リスクの回避に優先的に力を注ぐこ

とを確認し合った。これには、気候脆弱性への配慮を各国政府内で統合していくことを含んでいる。 

こ の よ う な 背 景 を 受 け 、 ア デ ル フ ィ は 、 地 球 環 境 戦 略 研 究 機 関 （ Institute for Global 
Environmental Strategies: IGES）と協力し、日本における気候脆弱性リスクについて多岐に渡る
議論を促し、前述の G7 報告書の結果、及び、同報告書が日本で持つ意味と関連性を考え、議論
してきた。最初のステップとして、アデルフィと IGES は 2016 年 6 月、2 回に渡り専門家会議を共同
実施した。第一回は 2016 年 6 月 14 日に開催し、31 の日本国内及び国外の専門家や政府関係
者を集めた。同 16 日に開催した第二回には日本国内の 15 の市民団体が参加した。両会議では、
日本及びアジア太平洋地域の気候脆弱性リスクを特定し、対策を見出すことに焦点を置いた。 
 
加えて、アデルフィと IGES は、日本及びアジアにおける気候と脆弱性リスクに関する議論の促進を
目的として、5 本のポリシーペーパーを共同発表した。この一連のポリシーペーパーでは、気候と
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脆弱性リスクを国際的な論議の文脈から説明し、日本にとっての関連性を示すために、政治的論
議における様々な関連課題に焦点を当てている。全ポリシーペーパーは英語版と日本語版にて作
成されている。 
 
本ブリーフでは、最初に、アジアにとって最も重要な気候と脆弱性リスクを概説する。これを背景に、
アジアの関係者に対して実施したオンライン調査の結果を発表し、調査に参加した関係者が気候と
脆弱性リスクをどのように捉え、認識しているかについての解釈と概観を述べる。続いて、各国同
士の比較、及び、それぞれの脆弱性状況を説明し得る要因の理解に役立つ様々な気候と脆弱性リ
スク指標を包括的に示すため、気候と脆弱性リスク指数（Climate-Fragility Risk Index: CFRI）を紹
介する。 

アジアにおける気候と脆弱性リスクは重大である 

地域毎に速度差はあるが、気候と脆弱性リスクは世界中で拡大している。持続可能な開発の達成

及び紛争と脆弱性の阻止に大きく関わるいくつかの気候・脆弱性リスクが顕在化してきた。アジア

で最も重大な気候と脆弱性リスクは、a) 開発と災害の影響との緊密な関係、b) 移住とこれに関連

する紛争、c) 食料価格の変動、d) 水等の資源を巡る越境紛争、e) 脆弱性を助長し得る政策の意

図しない影響、f) 海面上昇、g) 地域の資源を巡る競争、である（Ruttinger 他、2015 に基づく）。 

開発と災害の影響との緊密なつながりは重要課題として浮上しつつある。特に発展途上にある地

域は自然災害を非常に受けやすく深刻な影響を被る。自然災害の他、生計手段・公共サービスの

欠如や紛争などによっても 、国内避難民や移住者が増加する傾向にある。世界的には、自然災害

は紛争よりも多数の避難民を出している。国内避難民は、南・東アジアにおいては主に自然災害の

結果であるが、西アジアでは紛争が原因である。国内避難民が無視出来ない問題と化しているに

もかかわらず、この地域の国々は積極的・戦略的にこの問題に取り組んでいない（国内避難民モニ

タリングセンター（IDMC）, 2015）。 

この現況に関連するのが、同地域で食料や他の資源の価格が不安定なことである。2008 年と

2011 年に発生した食料価格の高騰には数カ国が深刻な影響を受け、都市部の貧困層がとりわけ

過大な打撃を受けた。2008 年の食料価格危機の結果、アフガニスタン、カンボジア、ネパール、パ

キスタンでは、貧困家庭における摂食量は減り、食費の割合は上がるという事例があった

（Brinkman 他、2010）。バングラデシュ、インド、パキスタンのようなアジア諸国では、食料暴動や

貧困への影響に対する危機感が報告されている（トムソン・ロイター、2008、トランペット、2008、イ

ンディペンデント、2009）。政府はこの状況に万全には備えておらず、食料の安全保障、貧困、生計

への影響を拡大させた。食料価格の高騰と「アラブの春」と呼ばれる政治変動の一部とを結び付け

る報告もある（Guardian、2011）。 

大規模河川流域では何百万もの人々が生活を営んでいることから、越境河川は地域全体の安定

に重要な役割を果たす。こうした水資源の重要性、河川流域の人口密集度、河川流域人口にとっ

ての快適な暮らしを潜在的に脅かすリスクの存在にもかかわらず、関係国は水資源を最適に利用

する方法に合意しない場合が多い。とりわけ南・東アジアではこれが発端となって紛争に発展する

ケースもある（Langton and Prasai、2012）。アジアの大半の国は、越境水資源の利用に係る国際

条約に署名或いは批准をしていない。ベトナムのみが、国連国際水路の非航行的利用に関する条

約（UN Watercourse Convention）に加入している（1997 年の採択以降、38 カ国のみが同条約及

び条文を批准、署名、もしくは受諾済み）。1992 年に採択された国連国境を越えた水域及び国際
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湖沼の保護及び利用に関する条約（UN Convention on the Protection and Use of 

Transboundary Watercourses and International Lakes）には 41 カ国のみが批准しており、重要

な越境河川を有す南・東アジアの国は批准していない（国連、2016）。このような問題解決に、南ア

ジア地域協力連合（South Asian Association for Regional Cooperation: SAARC） のような地域的

なプロセスが貢献しているとは言い難い。特に、水資源とエネルギーとのつながりは重大な課題で

あり、中央アジア諸国間に緊張をもたらしてきた。例えば、2012 年には、タジキスタン、キルギス、

ウズベキスタン間で水の配分と管理を巡り大きな対立が起こった。2012 年 4 月、発電ダムへの反

発からウズベキスタンが天然ガスの供給を停止したことに対してタジキスタンは抗議した（Gelick 

and Heberger、2013）。 

このような国際的な緊張に加え、国内での水を巡る対立も懸念の原因である。一例として、インドの

タミル・ナド州、カルナタカ州、アンドラ・プラデシュ州の 3 州を流れるカベリ（Kaveri）川とクリシュナ

（Krishna）川は、数年に渡り紛争の引き金となっており、気候変動の影響が増大するにつれ、これ

らの川を巡る対立も悪化すると考えられている（Taenzler 他、2011）。 

その他の気候と脆弱性リスクとして政策の負の影響が挙げられる。こうした政策は社会や国家のリ

スクへの脆弱性を高める可能性を持つ。例えば、バングラデシュ西部で実施された地下水の利用

促進政策は、地下水の過剰なくみ上げと深刻な水不足を引き起こした（Shahid 他、2016）。気候変

動が起こっている今、長期的影響に配慮せずこのような政策を施行すると深刻な結果をもたらしか

ねない。 

このようなアジアにおける気候と脆弱性リスクの重大化に対する危惧を起点として、開発、防災、気

候変動適応に従事する関係者の認識をより深く理解するために、オンライン調査を実施した。次項

にてこれを議論する。 

関係者が見る気候と脆弱性リスク 

オンライン調査は、防災、気候変動適応、平和と安全保障等の関連分野に携わる専門家と実務者

を対象とし、2016 年に実施された。本調査の目的は、気候と脆弱性リスク及び同リスクに対処する

政策課題に関する関係者の現在の知識を理解することである。多肢選択式と自由回答式の 2 種

類の質問があり、質問票は 3 部分から構成された。第一部の質問群では、気候と脆弱性リスク、及

び、気候変動が調査対象者の所在国の脆弱性状態に及ぼす影響に関する認識度を評価した。第

二部では、気候と脆弱性リスクに対する現在の取り組み、及び、具体的な政策提言に将来つなが

る現在の行動に関する質問を行った。第三部では、専門性、経験、人口動態情報といった、調査対

象者の経歴を尋ねた。 

途上国と先進国の 2 種類の経済グループの調査回答を分析・比較するため、両グループから 179

の回答を集めた。途上国からはインド、フィリピン、バングラデシュ、ベトナム、タイ、インドネシア、 

中国、マレーシア、ネパール、パキスタン、スリランカ、先進国からは日本、オーストラリア、イギリス、

ドイツ、アメリカから回答を得た。本ブリーフでは、アジアにおける気候と脆弱性リスクを議論すると

いう主旨に沿いアジアからの回答のみ取り上げるが、アジア地域外からの回答は本課題の総括的

な理解と、CFRI 開発のための適切な指標の選定に役立てた（本稿後半を参照）。全回答を分析し、

総回答数の百分率（%）として紹介する。 
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回答者の所属先は、大学、NGOs、政府機関、研究機関である。大半が気候変動適応、防災、環境、

持続可能な開発の分野を専門としており、コミュニティレベルや国レベル（アジア途上国）、或いは、

国レベルや国際レベル（日本）を活動の場としている。年齢層に関しては、最大のグループはアジ

ア途上国で 30 歳から 40 歳（56 パーセント）、日本で 50 歳から 60 歳（28 パーセント）がであった。

回答者の半数以上は男性であった（アジア途上国：68 パーセント、日本：73 パーセント）。 

調査の結果、気候変動関連の脅威に早期に取り組む必要性が判明した。回答者の大半は気候変

動を差し迫った脅威（アジア途上国：42 パーセント、日本：43 パーセント）、或いは、近い将来脅威

（アジア途上国：34 パーセント、日本 33：パーセント）と捉えており、既に脅威となっていると考えて

いる回答者もいた（図 1）。しかし、小差ではあるが、気候変動は既に存在する、或いは、差し迫った

脅威であると答えた日本の回答者数はアジア途上国のそれを上回り（それぞれ 6 パーセント、3 パ

ーセント）、気候変動を長期的な脅威と考えるアジア途上国の回答者は日本のそれを上回った。 

 
図 1. 脅威としての気候変動の緊急性 

気候と脆弱性リスクに関する知識について、アジア途上国の 25 パーセントが気候と脆弱性リスク

は気候変動と発展過程で被る圧力との相互作用により顕在化していると考えており、33 パーセント

は既に存在する災害リスクへの追加的なものであると述べた。これは、防災分野の関係者は、脆

弱性リスクを自身の専門外と捉えていることを示す。 

気候と脆弱性リスクが各国の平和と安定を損ねるか否かの問いに対しては、日本の回答は、アジ

ア途上国のそれをわずかに上回った（3 パーセント）ものの、そのように考えるものはほぼ皆無であ

った。この結果から、全体的に回答者は気候と脆弱性リスクについての知識を有すものの、安全保

障や紛争に対するリスクとしては認識していないことが判る。 

政策レベルにおける気候と脆弱性リスクの理解に関しては、アジア途上国と日本の回答者の間に

差が見られた。気候と脆弱性リスクに関する政策策定者の理解は、日本では多数が「乏しい」と回

答した（日本：37 パーセント。アジア途上国：30 パーセント）ものの、「非常に乏しい」と答えた日本

の回答者はやや少なかった（日本：14 パーセント、アジア途上国：21 パーセント、）。全体的に見て、

この調査結果から、政策策定者や専門家に対し、アジアの気候と脆弱性リスク関連の課題にかか

る啓発や能力強化を行う必要が大きいことを示している。 

何をリスクと考えるかはアジア途上国と日本では異なっているものの、気候変動が脆弱性リスクに

大きな影響を及ぼす、ことを調査は示している。例えば、アジア途上国は、気候変動が脆弱性リス

クを悪化させ得るのは、生計への影響によると考えている。生計への影響に与えられた加重平均

値の高さ（2.3）がこれを示している（日本：1.8）。 
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一方、日本の回答では、脆弱性リスクへの影響の高い加重平均値は自然災害に見られた（日本：

2.5、アジア途上国：2.1）。1アジア途上国はまた、脆弱な状況に陥り得るのは、資源の枯渇が進ん

だ時や、国家の主権に影響が及んだ時であると回答した。移住や国内避難民も重大な課題として

高い加重平均値を獲得した。一方、日本の回答者の間では、高齢化といった人口動態のストレス

が重要視された。 

回答者は、気候変動に取り組むにあたり、具体的な政策分野が持つ貢献力はそれぞれ異なると考

えている。アジア途上国では、農業と水資源、気候変動適応と防災分野の政策が、国内の治安や

平和構築よりも脆弱性リスク改善には貢献すると考えられた（図 2 参照）。日本では、気候と脆弱

性リスク軽減への貢献力は全分野間で同等であった。但し、日本では、国内治安に係る政策は全

分野の中で貢献力が最も低いと考えられている。 

 

図 2. 気候と脆弱性リスクに対する取り組みにおいて期待される様々な政策分野の貢献力
2
 

実施中の各分野政策の実績を判断すると、アジア途上国では、農業と水資源、気候変動適応、防

災に係る政策（アジア途上国と日本の両方における全政策分野の平均値：3.7）への評価が高く、国

内治安及び平和構築を上回った。アジア途上国の回答者の内、31 パーセントは現在の政策を「良

い」と評価した（これに比較し、日本の回答者の 32 パーセントが日本の政策の実績を「非常に良い」

と評価）。3しかし、国によって回答に差があった。例えば、バングラデシュ（35 パーセント）、マレー

シア（33 パーセント）、ネパール（25 パーセント）、中国（25 パーセント）、日本（18 パーセント）は、自

国の政策を「優秀」と評価したが、インドネシア、フィリピン、ベトナムの回答者は 6 パーセントのみ

が同様の評価をしている。ネパールの回答者の内 33 パーセントは現在の政策を「悪い」と評価し

た。 

                                                           
1
 回答者は気候変動が脆弱性に及ぼす最も大きな影響を 3 種類選択し、これを 1 から 3 までの段階で順位

付けした。順位は加重平均に変換され、最も高い加重平均値を得た選択肢は最も重要なものと考えられた。 
2
 加重平均値は、定性的な評価を数値で示したもので、政策分野を評価し回答者間の平均値を算出すること

が目的である。回答者は、期待する政策の貢献力を「貢献力なし」、「貢献力は非常に低い」、「貢献力は低

い」、「貢献力は中程度」、「貢献力は高い」、「貢献力は非常に高い」の 6 段階にて評価した。その後、各回答

を 1 から 6 の数値に変換した。 
3
現在の政策実績は、「悪い」、「普通」、「良い」、「非常に良い」、「優秀」の 5 段階で評価された。 
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各政策分野に期待される貢献力や現状の実績を比較すると、興味深い結果がわかる。日本の評

価では、政策に期待する貢献力と現在の政策実績との差は最小であった（図 3）。実際、日本の回

答者間では、現在の国内治安政策は期待した以上であるという見解が示された。一方、アジア途

上国では、ほとんどの政策分野で、その知見や能力に見合う成果を上げていないという意見が出

された。 

アジア途上国では、開発課題や経済課題に対処する政策が、他の脆弱性関連の課題に対処する

政策よりも高く評価された（図 4）。アジア途上国では、紛争及び治安対策の政策は比較的有効で

ないと評価されたが、日本では、移住や国内避難民関連の課題に対する政策が低い評価を得た。

総じて、個別の脆弱性課題に取り組む現在の政策実績に対する日本の評価はアジア途上国よりも

低かった（図 4）。これは、気候と脆弱性リスクに対する取り組みにおける政策分野の貢献力に対す

る日本の評価がアジア途上国のそれよりも低かった（図 2）点に合致していると考えられる。 

日本の回答者は、政策が今後、大幅に改善されることはないと考えているか、現在の政策が気候

と脆弱性リスクに対処できていない、と考えていると解釈される（図 3）。これは、具体的な気候と脆

弱性リスク関連の課題に適切に取り組むためには、日本の政策がより高い革新性と有効性を目指

し転換の必要があることを意味しているようだ。 

 

図 3. 日本及びアジア途上国における気候と脆弱性リスクに取り組むために各政策分野に期待される貢献

力と実際の政策実績との差 
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図 4. アジア途上国及び日本における気候と脆弱性リスク関連の具体的課題に取り組む現在の政策実績3 

アジアの数カ国にて気候変動政策が既に実施され、気候変動課題が開発政策や開発プログラム

に統合され始めたことから、アジア途上国では、現在の気候変動政策は開発課題、価格変動、経

済問題を比較的適切に包摂していると考えている。一方、紛争、安全保障、移住、国内避難民とい

った課題は十分に統合されていない（図 5 参照）。同様の傾向が日本の回答にも見られる。成長度

に関わらず全ての国々において、紛争と移住の課題は等しく気候変動課題の一部として認識され

る必要がある、ことが明らかになった。 

 

図 5. アジア途上国及び日本における気候変動政策への気候と脆弱性リスクの統合程度4 

                                                           
3
 加重平均値は、定性的な評価を数値で示したもので、政策分野を評価し回答者間の平均値を算出すること

が目的である。回答者は、実際の政策実績を「悪い」、「普通」、「良い」、「非常に良い」、「優秀」の 5 段階に

て評価した。その後、各回答を 1 から 5 の数値に変換した。 
4
 加重平均値は、定性的な評価を数値で示したもので、政策分野を評価し回答者間の平均値を算出すること

が目的である。回答者は、政策を「統合なし」、「統合は極めて僅か」、「統合は僅か」、「統合は中程度」、「統
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気候と脆弱性リスクへの全体的な取り組み、特に、現在の政策のが効果的でないことに対して、回

答者は、気候に対する強靭性強化のための統合プログラムの立案・実施に係る政策決定において

より効果的な検討材料とするため、より良質なデータの収集・共有・分析・使用への支援を最重点

施策として挙げた。同じく最重点施策として回答されたのは、アジア途上国における気候と脆弱性

リスクの背景にある原因をより深く理解するための研究・開発事業への投資である（図 6 参照）。日

本でも、データ及び情報の収集・共有、及び、統合プラグラムへの投資の必要性を指摘する意見が

目立った。日本の回答者はさらに、政策における一層の整合性と国内機関の連携強化の必要性

は以前に増して大きいと答えた。興味深いことに、アジア途上国においても日本においても、人的

資源と資金協力に対する加重平均値は最も低かった。 

 

図 6. アジア途上国及び日本における気候と脆弱性リスクに取り組むために重点的に実施すべき施策5 

大半の国はより良質なデータの収集を選択した（平均 59 パーセント）。しかし、地域を国別に見ると

違いが見られる。中国（25 パーセント）、マレーシア（40 パーセント）、ネパール（50 パーセント）の回

答者は、気候と脆弱性リスクをより深く理解するための研究と開発への投資の拡大を強調した。イ

ンド（17 パーセント）、フィリピン（26 パーセント）、タイ（14 パーセント）は、気候と脆弱性リスクへの

対処手段として気候強靭性を強化する統合プラグラムの立案・実施におけるよりよい指導が必要

であると考えた。スリランカ（33 パーセント）及びタイ（29 パーセント）の多数の回答者が、気候と脆

弱性リスクに取り組むための政策の一貫性の必要も重視した。 

                                                                                                                                                                                     

合は進んでいる」、「統合は非常に進んでいる」の 6 段階にて評価した。その後、各回答を 1 から 6 の数値に

変換した。 
5
 加重平均値は、定性的な評価を数値で示したもので、最も喫緊の 3 行動の選択により、回答者間の平均値

を算出することが目的である。回答者は、3 つの最も喫緊の行動を 3 段階にて評価した。1 が最も喫緊であ

ることを示す。 
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気候と脆弱性リスク指数（CFRI）の開発 

前項では、アジア途上国と日本から得た調査回答の中で、気候と脆弱性リスクの性質と政策の有

効性において差があった点を示した。そこで、気候と脆弱性リスク指数（Climate-Fragility Risk 

Index ：CFRI）を算出し、共通の指数を使って比較した場合、アジア諸国間の実績にはどの程度差

があるのかを掘り下げて理解するよう試みた。適切に比較するため、日本の他、オーストラリア及

び韓国を含め、先進国の数を増やした。途上国と先進国における気候と脆弱性リスクの比較を通じ、

個々の脆弱性リスクに関する各国の状態を把握でき、気候と脆弱性リスクのレベルに国の成長度

が影響するか否かを知ることができる。交差性比較を行うため、オンライン調査で得られた意見を

基に、個々の気候と脆弱性リスクに関する指標を特定した（前項でも議論した通り）。この指標は

CFRI 作成の基礎となり、根拠及び制約と共に表 1 にまとめられている。CFRI 構築においては、デ

ータの入手し易さから判断し、次の国が選択された：オーストラリア、バングラデシュ、カンボジア、

中国、インド、インドネシア、日本、韓国、ラオス、マレーシア、ミャンマー、パキスタン、フィリピン、ス

リランカ、タイ、ベトナム。 

表 1. 気候と脆弱性リスク指数（CFRI）作成に使用した指標一覧 

指標 代理指標 根拠と制約 データ元 
水 資 源 を 巡 る
地域内競争 

基準となる水
資源ストレス 
  

水資源のストレスが大きい程、水資源に関
わる競争は激しい。しかし、地域のガバナ
ンスと社会体制によっては、水資源のスト
レスが常に緊張や紛争につながるとは限
らない。地域のガバナンスと社会体制は
下記の「政策の意図しない影響」指標を代
理指標としている。 

世 界 資 源 研
究 所 （ World 
Resources 
Institute: 
WRI）（2016） 

異常気象事象 気 候 リ ス ク指
数 

気候リスク指数は、気候ハザードに基づい
ており、大多数の国について定期的に作
成されている最も包摂的な指数である。 

ジャーマンウ
ォッチ（2016）  

移 住 と 国 内 避
難民 

移住と国内避
難 民によって
影響を受けた
人 口 の 割 合
（%） 

国内避難民モニタリングセンター（Internal 
Displacement Monitoring Centre: 
IDMC）発表のデータを使用して国内避難
民及び移住者の人数の正確な把握が可
能である。この人数は人口における割合
（%）に変換された。 

IDMC（2015） 

食料価格の大
幅変動 

 食料価格の変動は、過去 10 年間の主要
食料作物価格の標準偏差として計算さ
れ、現地通貨で表示された。 

国 連 食 料 農
業 機 関 統 計
データベース
（ FAOSTAT ）
（ 2016） 

海面上昇（Sea 
level rise: 
SLR） 

SLR に影響を
受ける人口の
割合（%） 

SLR に影響を受ける人口の割合（%）は、
単なる SLR の変化だけではなく、SLR に
社会的・経済的影響を受けた人々の割合
も包含する。 

クライメート・
セ ン ト ラ ル
（ Climate 
Central ）
（ 2015） 

政策の意図しな
い影響 

世界銀行規制
の 質
（ Regulatory 

現時点では、政策の意図しない影響を測
る検証可能な手段はない。しかし、世界銀
行の規制の質（Regulatory Quality）指標

世 界 銀 行
（2016） 
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指標 代理指標 根拠と制約 データ元 
Quality）指標 
 

は政策の有効性を測るためには近い指標
である。意図しない性格が最も少ない政策
の影響は、高い規制の質を示す。 
 

 

これらの指標は、調整した彩度レベルを一次関数として変換された。彩度レベルは、完全に調整さ

れるか（公表された彩度レベルが入手不可能な時）、もしくは、公表された最大・最小水準で調整し

た（気候リスク指数のケース）。変換された指標は全て重みづけ無しで合計した。すなわち、最終的

な気候と脆弱性リスク指数値では全指標が同じ重みを持つ。これは、専門家毎や文脈毎にばらつ

きのある重みを適用することで生じる曖昧さを回避するためである。結果は、Carto というウェブ上

のコロプレス（階級区分図）ツールを使用してヒートマップとして表示した。6 

 

 

図 7: アジア・オセアニア地域の調査対象国の CFRI 

                                                           
6
 次のウェブサイトにて入手可能：https://carto.com/   
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アジア・オセアニア地域の主要な国を比較した CFRI は、気候と脆弱性リスクの程度と性質におい

て各国間には違いがあることをはっきりと示している（図 7 参照）。これは、国毎に異なる解決策が

必要であることを意味している。CFRI は、バングラデシュ、カンボジア、中国、インド、インドネシア、

ラオス、マレーシア、ミャンマー、パキスタン、スリランカ、タイ、ベトナムから成る途上国は平均で

0.76、オーストラリア、日本、韓国に代表される先進国は平均で 0.66 であった。国別の差は、海面

上昇に対する曝露（ベトナムとタイは極めて脆弱）、及び、食料価格の変動（パキスタンが最高値） 

における差異によるところが大きい。これに比べ、国内避難民及び国のガバナンス体制の規制の

質に関しての差は遥かに小さかった。先進国間では、オーストラリアは比較的高い CFRI を示した。

これは、水資源ストレスへの曝露の程度の高さ、及び、食料価格の変動の大きさのためである。 

さらに、本分析では、CFRI と一人当たり国内総生産（GDP）との間にかなり密接な相関関係が見ら

れた。この 2 つの間にある力関係から、国に及ぼされる気候と脆弱性リスクが上向傾向に転じる境

目となる一人当たりの収入の閾値を知ることができる。CFRI と一人当たり GDP との関係は、先進

国を分析に含めるとより明らかとなった（図 8）。国の成長度と気候リスクとのつながりは既に十分

認知されている通りである（Hallegatte、2013）。 

 

 

図 8. 調査対象とした途上国と先進国の一人当たり GDP と CFRI との関係 



 

         アジアにおける気候脆弱性リスク: 開発とのつながり  12 | 14 

 

 

結論 

本稿で議論した通り、数地域において気候と脆弱性リスクの緊迫した兆候が見られる。調査結果か

ら、アジア途上国と先進国との間には大きな隔たりがあることが明らかになった。例えば、気候変動

は喫緊の脅威であると感じている回答者はアジア途上国よりも日本に多かった。この意見の違い

は、気候と脆弱性リスクに取り組む政策を国がどのように、また、どれくらい迅速に進めようとする

かに反映され得るであろう。 

本調査で明確となった点として、途上国と先進国の両方が重大な課題に直面していることが挙げら

れる。アジア途上国が、気候変動は主に生計を脅かすことで脆弱性を悪化させると考えているのに

対し、日本は異常気象事象をより重大な脆弱性リスクとみなしている。気候と脆弱性リスクが国の

平和と安定を弱体化させ得るという回答は、日本ではほぼゼロであり、アジア途上国ではわずか数

カ国でしか出されなかった。従って、気候と脆弱性リスク全般に関する知識はあっても、安全保障や

紛争に関わるリスクとは認識されていない。この結果は、特に気候変動と紛争とのつながりに関し、

啓発や能力強化の必要性があることを浮き彫りしている。 

CFRI は、気候と脆弱性リスクの程度と性質において国毎に違いがあることを明確に示している。

CFRI と一人当たり GDP との間に緊密な関係があることから、途上国が環境面、安全保障面、開

発面の課題を統合して取り組むよう後押しをする ODA が重要であることが改めて確認できた。地

域全体、及び、各国間が多重に相互依存している点を見ると、リスクは国境を超えて共有されてい

ることが判る。例えば、統合サプライチェーン、或いは、人々の移動を通じてである。 

途上国の政策は、紛争と危機的状況、機能不全に陥った社会や制度の分野で改善が必要である。

例えば、政府の主要なルートを通じた情報交換や一貫性のある政策の導入が必要とされている。

気候と脆弱性リスクへの取り組み方において、先進国及び途上国は補完関係にある。両者はそれ

ぞれの国の政策をうまく連携させ、同時に、グループとして調整を強化しなければならない。例えば、

移民政策のケースのように、合同で統合リスク評価を実施する、また、みなに裨益する政策を立案

する、といった行動が一案である。これを実現するには、協定、条約、プラットフォームを通じるなど

して地域内の国々が様々なレベルで協調・協力する必要がある。地理的にはそれぞれの国に存在

しても、原因と結果として密接に関連する要因を考慮して、これらの国々は政策を調整して策定し

なければならない。この点では、第三者、或いは、多国間メカニズムが大きな役割を果たすであろう

が、現時点で既存のものはうまく機能していない。SAARC、東南アジア諸国連合（Association of 

Southeast Asian Nations: ASEAN）のような地域メカニズムには、特に経験の交換や信頼の構築

の場を提供することで、主導的立場をとることができる。 
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